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総 務 委 員 会 報 告 資 料

令和４年６月２４日 

件 名 「ＳＤＧｓ未来都市」の選定について 

所管部課名 政策経営部 ＳＤＧｓ未来都市推進担当課 

内 容 

ＳＤＧｓの推進に係る取組状況について以下のとおり報告する。 

１ 「ＳＤＧｓ未来都市」等の選定について 

  内閣府が２０１８年度から実施している、ＳＤＧｓ達成のために

優れた取り組みを進めている自治体を公募して認定する「ＳＤＧｓ

未来都市」に、今年度足立区が選定された。 

  同時に、特に優れた取り組みが認定される「自治体ＳＤＧｓモデ

ル事業」にも、足立区が選ばれた。（２３区でのダブル選定は豊島

区・墨田区に続き３例目）。 

  なお、「自治体ＳＤＧｓモデル事業」の選定都市には、初年度に

限り、補助金が交付される。 

２０２２年度のＳＤＧｓ未来都市の選定：３０都市 

うち自治体ＳＤＧｓモデル事業    ：１０事業 

  選定委員からの講評は資料 1参照 

２ 足立区のＳＤＧｓ未来都市提案 

「多様なステークホルダーと挑む『貧困の連鎖』解消に向けた都

市型モデルの構築」 

（１）提案概要

・ ２０３０年のあるべき姿を「誰もが一歩踏み出せるレジリ

エンスの高いまち ～ボトルネック的課題を解消し、その

先の挑戦へ～」と題し、区の根底課題である「貧困の連鎖

解消と区のマイナスイメージの払拭」を進める施策展開す

る。 

・ モデル事業は、エリアデザインにより大きく変わる転機を

迎えている綾瀬で展開。「まちの力」を引き出しながら東

口駅前広場の活用や西口高架下の改善等を進め、区のマイ

ナスイメージ払拭や子どものロールモデルになる人材を生

み出していく。 
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（２）モデル事業の主な取組（補助金対象事業）

ア 「アヤセ未来会議」

住民等がまちで“やりたい”ことの実現に向けて話し合い、

実践する場を創出する。 

イ 「高架下 Ｎｏ Ｂｏｒｄｅｒ ＬＡＢ」

老朽化し空店舗が多い綾瀬駅西口の高架下を、シェアストア

やシェアキッチン、ワークショップなど、多様な人々の活躍や

挑戦の場として再生し、綾瀬の賑わい創出拠点とする。 

ウ 「つながるマルシェ」

駅前広場と東綾瀬公園の一体的整備に合わせて、地域に賑わ

いと交流を生み出すマルシェを開催する。 

（３）今後の予定

６月中旬 未来都市計画素案の提出

７月中旬 計画策定・公表

問 題 点 

今後の方針 

今後、２０３０年のあるべき姿とその実現に向けた取組を明らかに

した「足立区ＳＤＧｓ未来都市計画」を策定する。「誰もが一歩踏み

出せる レジリエンスの高いまち」の実現に向けて、経済面、社会面、

環境面それぞれの取組を着実に進め、ＳＤＧｓの目標達成を目指して

いく。 

3



資料 1 

自治体ＳＤＧｓ推進評価・調査検討会からの講評 

提案者 講評

東京都

足立区

・ ＳＤＧｓは地球にとっての持続可能性、人類にとっての持続

可能性の２つがあり、貧困をターゲットにしている提案は今

までになく、貧困問題に真正面から取り組み、その解消をＳ

ＤＧｓによる希望作りに設定している点は秀逸である。地域

を限定した統合的取組における「未来会議」や「ＳＤＧｓラ

ボ」の仕組みや形成の実践プロセスにも期待する。波及効果

もあり、実現することを期待する。

・足立区の貧困、犯罪の町のイメージを払拭し、若い世代が希

望を持てる都市への転換についての提案であり、進学率ＵＰ、 
子供の居場所、防犯カメラ見守 loT 活用での犯罪予防、創業

支援での経済力ＵＰと若者雇用支援は評価できる。

・環境面での提案が弱いため、具体的な検討が望まれる。

・貧困の連鎖を解消する取組として、アヤセ未来会議が経済活

性化につながるメカニズムとして商業施設の立地誘導と住民

によるマルシェの具体的な方策、財源についての検討を期待

する。

・意識の高いと思われる住民層へのＳＤＧｓの認知、自分事と

して行動意欲を高める活動と自分事化を未来会議が中心とな

って地域の活動帯の連携を誘導して進めることを期待する。

企業の巻き込みについて可能性の高い地域であり、積極的に

活用いただくことを期待する。

・モデル事業対象地域における先進的な取組の効果を区域全体

に広げていけるよう工夫がなされることを期待する。

・「貧困問題の解消」に焦点を当てた取組として本事業の成果

が挙げられることを期待する。

・高齢者や一人親などの貧困層の雇用を作りだすことが重要で

あり、ＫＰＩを定めて３年間でどのように進めていくのかをし

っかり明確にする必要があると思料する。

・認定企業制度については、蝠広い視野で考える必要があると

思料する。

・商業活性化が貧困対策にどのようにつながるのかを具体的に

検討されることが望まれる。
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総 務 委 員 会 報 告 資 料

令和４年６月２４日 

件 名 
ＳＤＧｓモデル事業「アヤセ未来会議」の実施に伴う簡易型プロポーザル

の実施について 

所管部課名 政策経営部 ＳＤＧｓ未来都市推進担当課 

内 容 

ＳＤＧｓモデル事業である「アヤセ未来会議」の運営事業者を選定

するプロポーザルを実施する。今回は提案限度額が５００万円未満で

あること及び同会議に他のＳＤＧｓモデル事業の取組を話し合うこと

もあることから、早急に実施する必要があるため、簡易公募型プロポ

ーザルで実施する。 

１ 業務名 

足立区のＳＤＧｓ推進にかかるアヤセ未来会議運営業務委託 

２ 業務内容 

（１）「アヤセ未来会議」の企画、運営（全５回）

（２）参加者へのフォローアップ、問い合せ対応

※ アヤセ未来会議とは、住民や学生等が綾瀬で“やりたい”

“やってみたい”ことの実現に向けてワークショップ形式で

話し合い実践する場のこと。参加者は今後、公募する予定

３ 履行期間 

令和４年契約確定日～令和５年３月３１日（金） 

※ 年度後半に開催する評価委員会の評価が良好な場合に限り、

予算の範囲内で契約を更新できる。なお、更新は１年単位と

し、２回を限度とする。評価委員会及び評価基準については、

別途規定する。

４ 提案限度価格 

４，４００，０００円（消費税込み） 

５ 選定会議委員 

（１）政策経営部長

（２）政策経営部財政課長

（３）政策経営部シティプロモーション課長

※ 上記に加え、アドバイザーとして自治体のＳＤＧｓに精通した

学識経験者も加える。

６ 今後の予定 

７月上旬～８月上旬 事業者募集 

８月下旬 選定結果公表 
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問 題 点 

今後の方針 

ＳＤＧｓ未来都市への提案の中で当区が掲げた２０３０年のあるべ

き姿の実現に向け、円滑な事業運営の支援ができる事業者の選定に努

めていく。 
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総 務 委 員 会 報 告 資 料 
  令和４年６月２４日 

件 名 オンライン申請システムの稼働状況について

所管部課名 政策経営部 ＩＣＴ戦略推進担当課 

内 容 

令和４年４月より本格稼働となった、オンライン申請システムの稼働状況につ

いて、以下のとおり報告する。 

１ オンライン申請の拡充について 

庁内各部署とのヒアリングによると、現在約１６０件の手続きが令和４年度

中にオンライン申請システムへ移行予定である。尚、令和４年５月末時点での

移行は、９７件。 

２ オンライン申請の申請状況 

（１）申請件数

４月 ５月 合計 

オンライン

申請件数
１，１３９ 

２，８６２ 

（＋１，７２３） 
４，００１ 

（２）時間別（３０分間隔）の申請数割合
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（３）手続き別申請数（法人向けは除く）

開庁時間外での申請については、「１８歳からの選挙立会人」や「二十歳

の集い関連」といった若年層向け手続きが、それぞれの申請全体の半分以上

を占めるなど、広く活用されている。 

主な申請手続 
オンライン

申請件数

開庁時間外 

の申請割合 

１ 新型コロナウイルスワクチン接種関連 １，６４０ ５３．６% 

２ がん検診、成人歯科健診申し込み ９７４ ４６．５% 

３ 保育園入所関連 ２７２ ４６．３% 

（４）利用者からのアンケート回答（一部抜粋）

・ 自宅から、区役所や区民事務所がやや距離がある為、老後を考えると

大変便利に手続きが出来る事は有難い。

・ ２４時間申し込みができるので、子育て中の母親には助かる。

・ ネット環境がない人やコンピューターに不慣れな人を置き去りにせ

ず、申請方法を整えてほしい。

３ オンライン申請の利用傾向の分析と今後の取り組み事項 

（１）時間別申請件数

早朝や夜間といった区役所の開庁時間外に利用されている方が全体の４割

を占める。家事の隙間時間と推察される時間帯が特に多く、主婦層の方々に

対して「いつでも、どこでも」申請できる環境を提供できている。 

（２）利用者満足度

アンケート機能を活用した調査によると、入力すべき項目が分かり易い申

請フォームを作成すると、申請率や満足度が高くなることが確認できた。窓

口と異なり、職員に曖昧な箇所を質問できる環境ではないため、これらの申

請フォームを好事例として庁内に共有し、より利用満足度の高いシステムを

目指していく。 

（３）今後の取り組み

現状は、保育、衛生、戸籍関連の申請が大半を占めるが、区のあらゆる分

野の手続きがオンライン申請システムに移行できるよう、関係所管と引き続

き連携を図る。 

問 題 点 

今後の方針 
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総 務 委 員 会 報 告 資 料 

令和４年６月２４日 

件 名 キャッシュレス決済利用窓口の拡充について

所管部課名 
政策経営部 ＩＣＴ戦略推進担当課、区民部 課税課、戸籍住民課 

地域のちから推進部 地域調整課 

内 容 

多様な決済手段の提供による区民利便性の向上、決済時の非接触化による

感染症対策を目的に、キャッシュレス決済が利用できる窓口を拡充する。 

１ 利用できる窓口 

項番 所属 開始時期 

１ 課税課 【新 規】R4.8上旬を予定 

２ 各区民事務所※1 【新 規】R4.8上旬を予定 

３ 戸籍住民課※2 【導入済】R2.11（交通系ＩＣのみ利用可） 

※１ 収納事務を取り扱わない中央本町区民事務所を除く。

※２ 令和４年９月を目途に、交通系ＩＣカード以外の決済手段も利用

できるよう準備を進める。 

２ 主な利用対象手続 

課税証明書・住民票の写し・印鑑登録証明書等の各種証明書交付手数料 

※ 区民事務所窓口での４公金の支払いは現金のみ取扱い。

３ 取扱う決済手段 

  現金・クレジットカード・電子マネー・コード決済 

４ 導入による期待効果 

（１）区民

・ 多様な決済手段の確保

・ スピーディーな決済による窓口滞在時間の減、接触機会の減

（２）職員

・ 釣銭の手渡し間違い等のミス防止や現金管理の手間の減

問 題 点 

今後の方針 

・ ホームページやあだち広報で利用開始日や決済ブランドを周知する。

・ 会計事務の運用や業務フローについて関係各課で調整を進める。
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総 務 委 員 会 報 告 資 料 

令和４年６月２４日 

件 名 
「足立区デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画」の策

定方針について 

所管部課名 政策経営部 ＩＣＴ戦略推進担当課 

内 容 

「足立区デジタル・トランスフォーメーション※（ＤＸ）推進計画」の策

定方針について、以下のとおり報告する。 

１ 策定の背景・目的 

  外部有識者を含む検討委員会を設置し、「ＩＣＴ戦略推進計画」の策定

を進めていたが、国の「自治体デジタル・トランスフォーメーション（Ｄ

Ｘ）推進計画」策定等の動向を受け、区としても単なるデジタルツールの

利用にとどまらず、ＩＣＴ技術による既存事業の見直しや変革に向けてＤ

Ｘ推進計画の策定に取り組むこととした。 

２ これまでの経過 

  平成２５年 ３月 「足立区情報化推進計画」策定 

  令和 ２年 ３月 「ＩＣＴ戦略推進計画検討委員会」を設置 

  令和 ２年１２月 国が「自治体デジタル・トランスフォーメーション 

（ＤＸ）推進計画」を策定 

  令和 ３年 ９月 デジタル社会形成基本法施行・デジタル庁創設 

３ 今後の予定 

  令和４年 ９月 素案の策定及びパブリックコメントの実施について総

務委員会に報告 

  令和４年１１月 結果及び意見に対する区の考え方を総務委員会に報告 

  令和４年１２月 パブリックコメントの意見を踏まえ、素案に必要な修

正を加え策定 

問 題 点 

今後の方針 

※デジタル・トランスフォーメーション…ビジネスモデルだけではなく、業務

プロセス、組織体制、組織文化をＩＣＴ技術により変革し、新たな価値を生

み出すこと。

10



総 務 委 員 会 報 告 資 料 

令和４年６月２４日 

件   名 情報システム支援業務委託について 

所管部課名 政策経営部 情報システム課 

内   容 

情報システム支援業務委託の令和３年度の成果及び今後の業務計画につ

いて報告する。 

１ 委託目的 

（１）国が示した「自治体ＤＸ推進計画」を受け、最新の技術と広範な専門

的知見を得て、システム標準化に円滑に対応するため。 

（２）区の情報システム全体の把握・分析評価を行うことで、開発・運用保

守のトータルコストの削減、システムの安全性確保と最適化を図る。 

２ 委託事業者 

株式会社 エーティーエルシステムズ 

（住所：山梨県甲府市相生一丁目４番２３号） 

３ 委託内容 

（１）区の情報システム全体の最適化を考慮したシステム開発支援 

（２）システムの標準化・ガバメントクラウド移行に関する助言等の支援 

（３）システム導入審査過程における、導入支援とコスト評価 

４ 令和３年度の実施結果 

（１）期間 

令和３年１１月から令和４年３月まで（５カ月） 

（２）経費 

２４，４６４，０００円（税込） 

（３）支援内容 

ア 事業者の組織力を活用し、高度な専門知識や最新技術の動向把握

や、国及び他自治体の情報収集や状況分析を踏まえた支援を受けた。 

イ 事業者の職員１名が週２．５日常駐し、継続した技術的支援を受

けた。 

（４）具体的な成果 

ア 標準化対応 

（ア）基幹系システムの標準化対応に関する区の基本方針(案)の策定 

  イ 区の情報システム最適化 

（ア）見積もり審査支援による費用削減 約２，２００万円 

（イ）業務システム構成の可視化と今後の更新計画の策定 

５ 今後の業務計画 

別紙「標準化対応・内部情報システム更改スケジュールと、支援事業

委託の業務内容について」のとおり。 
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問 題 点 

今後の方針 

１ 委託業者と連携して、システムの安全性確保と最適化を図り、システム

の開発・運用保守のトータルコスト削減に向けて取り組んでいく。 

２ 令和７年度までは標準化への対応などの効果が見込まれるため、業務

委託を継続していく。 
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2021/R3 2022/R4 2023/R5 2024/R6 2025/R7

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期

標準化対応期限

標
準
化
対
象
・
関
連
業
務

標準化対象１８業務

国

標準準拠システム導入
に係る工程管理支援

基盤連携

内
部
情
報
シ
ス
テ
ム

財務システム
人事システム
庶務システム
グループウェア

文書管理システム

・５つの内部情報システムが使用しているマイクロソフト保守期限＝R8年度中
・標準化とは別に、令和６年度から開発に着手する必要ありとの提言あり

標準化対応・内部情報システム更改スケジュールと、支援事業委託の業務内容について

標準仕様公開（第1G）

区の現状調査

庁内全システムの
棚卸しを実施

課題分析、今後の
対応方針提示

市場調査

国や各自治体の対応
状況を調査

標準化対応経費試算

各ベンダーの
システム開発方針
等を調査

調査内容を踏まえ、
今後の対応を提言

各業務と、標準仕様書の内
容との過不足を調査する際、
助言や指導を行う

差異の部分への対応方法
について検討を行う

国が示す非機能要件に係
る要件定義を整理し、必要
な検討内容や今後の検討
方針作成等を支援する

過不足分析支援

非機能要件の
検討支援

方針検討

仕様と運用の変更
事業者検討

システム開発

ベンダ―に対する
情報提供依頼支援

③を踏まえ、システムベン
ダー側に要件を提示し、合
致するパッケージ情報を求
める

この区とベンダーのやり取り
に対して、技術的な助言や
指導を行う

プロポーザル
実施支援

⑤の結果を勘案して、
実施要領、委託内容に
応じた評価基準の作成
などの支援を行う

各事業者が作成する個別プ
ロジェクト計画書について妥
当性評価やプロジェクト全体
計画書との整合性の確認を
行い、実際の構築に係る工
程管理全般の支援も併せて
行う

方針検討

仕様と運用の変更・事業者検討

仕様と運用の変更・事業者検討

システム開発

システム開発

（R8稼働）

方針検討

標準仕様公開（第2G）

別紙

市場調査 ２３区共同化クラウド対応 ベンダ―に対する プロポーザル
実施支援

システ導入に係る
工程管理支援

区の現状調査

情報提供依頼支援検討支援

１

１

２

１ ２

３

３

４

４

５

５

６

６

７

７

１

１

１

２

２

3

3 4

4 ５

５ ６

６ ７

７

２ 3 4 ５ ６ ７
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総 務 委 員 会 報 告 資 料

令和４年６月２４日 

件 名 
「足立区外へ向けたシティプロモーション支援業務委託」公募型プロ

ポーザルの実施結果について 

所管部課名 政策経営部 シティプロモーション課 

内 容 

公募型プロポーザルの実施結果について、以下のとおり報告する。 

１ 業務名 

足立区外へ向けたシティプロモーション支援業務委託 

２ 業務内容 

（１）区外へ向けた広報・メディア戦略のターゲット抽出

（２）足立区の魅力コンテンツの抽出

（３）区外に向けたプロモーションに関する広報・メディア戦略の

作成

（４）区外に向けた情報発信に向けたコンサルティング など

３ 被特定事業者 

株式会社電通 PRコンサルティング 

（東京都港区東新橋１－８－１ 電通本社ビル１９階） 

４ 提案金額 

１１,０００,０００円（消費税込み） 

※ 提案限度価格 １１,０００,０００円（消費税込み）

５ 評価経過・審査結果等 

（１）選定委員会の委員構成

合計５名の委員で構成。委員の内訳は次のとおり。

委員区分 役職・所属 人数 

学識経験者 大学教授（国際学部） １名 

区民 出版・メディア関係者 ２名 

区職員 
報道広報課長 

こころとからだの健康づくり課長 ２名 

（２）選定委員会の開催経過

回 開催日 人数 

第１回 ３月 ９日 募集要件等の決定 

第２回 ４月２２日 
参加表明書、財務診断結果による

提案書提出者の選定 

第３回 ５月３１日 
提案書、プレゼンテーションによる

事業者選定 
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（３）評価経過

参加表明 一次評価 辞退 二次評価 特定 

１０者 １０者 ０者 ４者※ １者 

※ 二次評価の対象は５者であったが、内１者から辞退の申し出

があったため、４者となった。

（４）審査結果

提案事業者 得点 得点率 

＜決定事業者名＞ ４２３点 ８４．６％ 

第２順位事業者 ４０１点 ８０．２％ 

第３順位事業者 ２８１点 ５６．２％ 

第４順位事業者 ２５６点 ５１．２％ 

（満点は５００点。詳細は別紙のとおり。） 

６ 履行期間 

令和５年３月３１日まで 

問 題 点 

今後の方針 

・ 受託事業者と月１回程度定例会を開催し、令和５年度から令和７

年度に実施する効果的で実現性の高い足立区外に向けた広報・メ

ディア戦略を構築していく。

・ 戦略策定の過程や区政情報の発信など、Web媒体の効果的な活用

についてコンサルティング・アドバイスを受け、戦略的な発信を

実行する。
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足立区外へ向けたシティプロモーション支援業務委託　提案書特定結果

1
業務の理解度

100 100 92 88 60 48

2
業務遂行能力

50 50 40 38 32 30

3 50 42 40 24 22

4 100 88 80 52 52

5 100 84 80 52 52

6
コスト

25 25 17 16 14 13

7
法令遵守

25 25 18 17 15 15

8
プレゼンテーション

50 50 42 42 32 24

－ 500 423 401 281 256

区内に本店があり、対象業務区域が区内 20 － - - - -
区内に支店があり、対象業務区域が区内 12 － - - - -

423 401 281 256

【別紙】

項番
評価項目

配点
分類 指標 得点 得点 得点 得点

第一順位 第四順位第三順位第二順位

250
ターゲット抽出・魅力コンテンツの抽出・共通
認識の醸成の手法は効果的か

業務手法は効果的か

提案を基に適正に執行できるか、実現性は
あるか

業務の妥当性・実現性

合 計

区内業者

区内業者

小 計

コストは妥当か 提案見積価格

個人情報保護・情報セキュリティに関する対
策を講じているか

内規や方針内容は妥当か

説得力・資料調整力はあるか

合計に加算

業務の理解度は十分か 業務実施の方針内容

プレゼンにおける説明能力や業務への意
欲、論理性、態度、資料の正確性等

提案内容の的確性

業務を遂行する体制は妥当か 業務の実施体制及び従事者の経験・実績

業務の実施手順は妥当か 実施フロー・スケジュールの妥当性
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総 務 委 員 会 報 告 資 料

令和４年６月２４日 

件 名 
「足立区統合電話センター運営業務委託」公募型プロポーザルの実施

について 

所管部課名 政策経営部 区民の声相談課 

内 容 

 統合電話センター（代表電話・お問い合わせコールあだち）の運営業

務委託を行う事業者を選定するため、公募型プロポーザルを実施する。 

１ 業務名 

足立区統合電話センター運営業務委託 

２ 業務内容 

（１）代表電話およびお問い合わせコールあだち（電話・メール・ＦＡＸ）

での一次応対 

（２）よくあるご質問システムおよび応対履歴システムの更新、管理・

運営

３ 運営業務委託期間 

令和６年１月４日～令和１０年１２月３１日 

※ 準備期間：契約締結日（令和５年１月予定）～令和６年１月３日

４ 提案限度価格 

７５２，９３３，０００円（消費税込み） 

５ 選定委員会委員 

委員区分 役職（研究分野） 人数 

学識経験者 
大学教授（情報通信・ソフトウェア） 

大学助教授（情報システム） 
２名 

区民 区審議会公募委員 １名 

区職員 副区長、政策経営部長、財政課長 ３名 

６ 今後の予定 

令和４年 ８月  第１回選定委員会（提案書審査基準の決定） 

９月  公募 

令和４年１０月  第２回選定委員会（提案書提出者決定） 

令和４年１１月  第３回選定委員会（提案書特定） 

令和４年１２月  総務委員会選定結果報告 

令和５年 ２月  システム構築開始
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７ その他 

プロポーザルの実施と合わせて、現行委託事業者との契約期間延長

（令和５年１２月末まで）の手続きを進める（令和３年１２月６日総務

委員会に報告済み）。 

問 題 点 

今後の方針 

統合電話センターは、区民からの問合せに対する一次対応を行う役割

を担っており、次期運営業務委託期間においても、可能な限り区民から

の様々な問合せにワンストップで対応できる事業者の選定に努めてい

く。 

また、今回の更新により、これまで以上に区民が利用しやすい「よくあ

るご質問システム」の改善に努めていく。 
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総 務 委 員 会 報 告 資 料
令和４年６月２４日 

件 名 第一生命保険株式会社との包括連携協定の締結について 

所管部課名 政策経営部 あだち未来支援室 協働・協創推進課 

内 容 

第一生命保険株式会社との包括連携協定の締結について、下記のとお

り報告する。 

記 

１ 目的 

足立区に４つの営業所を置く第一生命保険株式会社とは、区のボト

ルネック課題である治安や健康増進を中心に、これまで連携した取組

みを行ってきた。 

今後も、相互連携と協働・協創による活動を推進することで、地域

の諸課題に迅速かつ適切に対応し、活力ある個性豊かな地域社会の形

成と発展及び区民サービスの一層の向上を図るため、包括連携協定を

締結する。 

２ 協定締結予定日 

令和４年７月２１日（木） 

※ 同日午後２時より、特別応接室にて締結式を行う。

３ これまでの主な連携事項 

・ 生涯設計デザイナー（＊）による「ながら見守り活動」、

「不法投棄通報協力員」への登録・活動

・ あだちベジタベライフ、食育月間、糖尿病月間など区事業の

ＰＲ活動

・ 新型コロナウイルスワクチン接種に対する予約サポート支援

（＊）生涯設計デザイナー 

契約者へのアフターサービス、保険に関する相談・提案・販売 

を行う営業職員の呼称 

問 題 点 

今後の方針 

 締結後も協定に基づく双方の連携を強化し、新たに取り組める事業

を協議していく。 
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